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図１ 農地(台帳)面積と耕地面積の比較（平成29年） 

 ～ 面積比較の差は、地籍調査未実施の樹園地が主要因 ～ 

資料：農林水産省「耕地面積調査」 

ラウンドで合計が一致しない場合がある 

 

図３ 農地賃借料の状況 

～ 普通畑の賃料に大きな差 ～ 

資料：農業委員会調べ 

農地(台帳)面積と 
           耕地面積の比較 

第１部 

 

図２ 耕地面積の推移 

 ～ 半世紀で40％近く減少、中山間地で顕著 ～ 

資料：農林水産省 

資料：市町村農業委員会 

資料：経営支援課 

田
1,170 990 893 745 725 721

畑
980 1,010

921

585 583 579

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1965

(昭40)

1980

(昭55)

1995

(平7)

2010

(平22)

2015

(平27)

2017

(平29)

（ha）

2,150

1,330 1,310

1,814
2,000

1,300

最高額
11,200

10,000

45,000

最低額
1,000 4,700 1,000

平均額
5,400 9,600

16,900

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

田 砂丘畑 普通畑

田 砂丘畑 普通畑

（円）

田
畑
の
賃
借
料



- 2 - 

 

長瀬地域

橋津地域 宇野地域

浅津地域

泊地域

舎人地域

東郷地域

松崎地域

花見地域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 

5 a

a

Ｈ24年度

白書より
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図４ 農業地域類型別の耕地面積割合 

 ～ 町の特色は中間農業地域、平地農業地域は都市的地域へ漸進傾向 ～ 

資料：農林水産省「2015 年農林業センサス農山村地域調査（農業集落）」 

 (注) 農業地域類型基準指標 

都市的地域＝人口密度５００人以上及び宅地等／可住地面＝６０％以上 

   平地農業地域＝耕地率２０％以上かつ林野率５０％未満 

   中間農業地域＝耕地率２０％未満 

   山間農業地域＝耕地率１０％未満かつ林野率８０％以上 

 

図５ 農地筆数及び1筆平均面積 

 ～ 地籍調査の進行とともに荒廃農地の 

整理を進めた結果、農地筆数が減少 ～ 

資料：農業委員会調べ 
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図７ 農地整備の状況（平成29年度調査） 

 ～ 大規模な基盤整備は近年実施されていない ～ 

資料：県農地・水保全課調べ 

図６ 農業振興地域内農用地区域の設定状況 

 ～ 農業振興地域整備計画見直しを機に、守るべき農地を明確化 ～ 

 

図８ 農地転用の推移 

 ～ 近年の農地転用は、宅地・その他の事業用地でほぼ横ばい ～ 

 

資料：農林水産省「農地権利移動等調査」 

資料：農林水産省「確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況等に関する調査」 
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図１０ 農地所有適格法人の推移 

～ 担い手農家が法人化 ～ 

担い手への農地利用の 
          集積・集約化 

第２部 

 

図９ 担い手の推移 

～ 平成26年を境に担い手への集積が増加 ～ 

＊(注)  

認定農業者 ＝ 市町村から農業経営改善計画の認定を受けた農業者 

認定新規就農者 ＝ 新たに就農しようとする青年等であって、その作成する就農計画について市町村長より認定を受けた者  

基本構想水準到達者 ＝ 市町村基本構想における効率的かつ安定的な農業経営の指標水準に達している農業者 (認定農業者を除く ) 

集落営農組織 ＝ 集落など地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が全部又は一部を共同して営農活動を行う組織  

 

資料：農林水産省「担い手及びその農地利用の実態に関する調査」 

資料：農林水産省「農地所有適格法人の活動状況調査」 

       (Ｈ27年までは、農業生産法人の活動状況調査) 
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図１１ 農地貸借の推移 

～ 基盤強化法は更新分が大半を占め、農地中間管理事業は新規貸借 ～ 

図１２ 農地中間管理事業の推移 

～ 県全体では増加傾向だが、本町では一服感 ～ 

資料：農林水産省「中間管理機構等の実態把握について(調査)」 
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図１３ 農家類型別遊休農地面積の推移 

 ～ 非農家が所有する農地の遊休化が進行 ～ 

 

遊休農地の発生防止・解消 第３部 

 

図１４ 遊休農地の推移 

 ～ 町内全域調査の義務化が再生困難な荒廃農地（Ｂ判定）増加の要因 ～ 

 

資料：農林水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」 

  ＊注：遊休農地率はここでは、Ａ判定農地面積÷(耕地面積＋Ａ判定農地面積)で算出した。 
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図１５ 遊休農地の要因分析 

 ～ 農業従事者の高齢化と土地持ち非農家の増加が、農地保全に対する意欲の低下を誘引 ～ 

 

資料：①遊休農地の割合＝遊休農地(1 号)面積／耕地面積＋遊休農地(1 号)面積      

＊農林水産省「農林業センサス」 

②鳥獣被害額（100ha 当たり）＝鳥獣被害額／耕地面積 

＊鳥取県鳥獣対策センター調べ 

③土地生産性（10ha 当たり）＝農業所得／耕地面積      

＊農林水産省「生産農業所得統計」 

④農業従事者高齢者率＝65 歳以上／農業就業人口     

＊農林水産省「農林業センサス」 

⑤副業的農家率＝副業的農家数／販売農家数  

＊農林水産省「農林業センサス」 

⑥土地持ち非農家率＝土地持ち非農家数／総農家数+土地持ち非農家数 

    ＊農林水産省「農林業センサス」 

⑦水田未整備率＝30ａ以上区画未整備水田面積／水田面積 

＊農林水産省「農業基盤情報基礎調査報告書 

⑧山間農業集落＝山間農業地域集落数／集落数      

＊農林水産省「農林業センサス」 
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図１６ 中山間直接支払対象面積と協定数 

～ 事業期間の満了に伴い、多面的機能支払へ取組み地域が遷移 ～ 

活動組織数 ２６ 

 

資料：県農地・水保全課調べ 

図１７ 多面的機能支払交付金対象面積と活動組織数 

～ 地域活性化を目的とした取組みとして、活動組織が増加 ～ 

資料：県農地・水保全課調べ 

1,274

その他

（2.0％）

ha

26 ha
中山間直接支払

協定数 ４ 
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 男性 女性 小 計 

60歳以上 596 574 1,170 

60歳未満 143 99 242 

計 739 673 1,412 

 男性 女性 小計 

60歳以上 520 472 992 

60歳未満 88 50 138 

計 608 522 1,130 

 2010年 2015年 差 

60歳以上 596 520 －76 

60歳未満 143 88 －55 

計 739 608 －131 

 2010年 2015年 差 

60歳以上 574 472 －102 

60歳未満 99 50 －49 

計 673 522 －151 

図１８ 農業者の男女別年齢構成割合の推移 

～ 男女ともに50代以上の従事者減少が特徴的 ～ 

新 規 参 入 の 促 進 第４部 

 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

注：グラフ横の数字は 2010年と2015年の増減値 
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男性 （人） （歳） 女性 （人）

平成27年 

(2015年センサス) 

平成22年 

(2010年センサス) 

(合計) (合計) 
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図１９ 農業就業人口の推移 

～ 就業人口の減少に歯止め掛からず ～ 

図２３ 産業別就業者の割合 

～ 産業別割合に大きな変化なし ～ 

図２０ 農家類型別の推移 

～ 主業・副業を問わず農家が減少 ～ 

図２１ 基幹的農業従事者数の推移 

～ 150日以上従事者の減少が顕著 ～ 

資料：農林水産省「農林業センサス」 資料：県経営支援課調べ 

資料：国勢調査 

図２２ 新規就農者の推移 

～ 少数だが、新規就農が継続 ～ 
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（昭55）
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1,131

606
100 29
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基
幹
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従
事
者

そ
の
他

従
事
者

1,130
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500

1,000
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2,000
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451
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869
730
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1,428

2010年 

(平22) 

2015年 

(平27) 

資料：農林水産省「農林業センサス」                   

（注１）農業就業人口：農業のみに従事した者又は農業と兼業の

双方に従事したが、農業従事日数の方が多い者 

（注２）基幹的農業従事者数：農業就業人口のうち、普段の主な

状態が「仕事が主」の者 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

（注）昭55以前は旧定義の農家、 

平2以降は新定義の農家 
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湯梨浜町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」 

平成 29 年 12 月 7 日 

湯梨浜町農業委員会 

 

第１ 基本的な考え方 

農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号。以下「法」という。）の改正法が平成28年4月1日

に施行され、農業委員会においては「農地等の利用の最適化の推進」が最も重要な必須事務として、明確に位

置づけられた。 

湯梨浜町においては、平地と中山間が混在しており、それぞれの地域によって農地の利用状況や営農類型が

異なっており、地域の実態に応じた取り組みを推進し、それに向けた対策の強化を図ることが求められている。 

特に、中山間は、果樹を中心とした地域であり、遊休農地の発生が懸念されていることから、基盤整備済み

の優良農地については、その発生防止・解消に努めていく。一方、平地の砂丘畑では施設園芸をはじめ、土地

利用型の白ネギや芝などの栽培がおこなわれているが、不作付け地が増加傾向にあることから、遊休農地化の

防止・解消に努めていく。東郷池周辺の平地では土地利用型の稲作が盛んなことから、担い手への農地利用の

集積・集約化においては、農地中間管理事業を活用しながら取り組んでいく必要がある。 

以上のような観点から、地域の強みを活かしながら、活力ある農業・農村を築くため、法第7条第1項に基

づき、農業委員と農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という。）が連携し、担当区域ごとの活動を通

じて「農地等の利用の最適化」が一体的に進んでいくよう、湯梨浜町農業委員会の指針として、具体的な目標

と推進方法を以下のとおり定める。 

なお、この指針は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12月10日農林水産業・地域の活力

創造本部決定）で、「今後10年間で、担い手の農地利用が全農地の8割を占める農業構造の確立」とされたこ

とから、それに合わせて平成35年を目標とし、農業委員及び推進委員の改選期である3年ごとに検証・見直

しを行う。 

また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会事務の実施状況等の公表について」（平成28年3月

4日付け27経営第2933号農林水産省経営局農地政策課長通知）に基づく「目標及びその達成に向けた活動計

画」のとおりとする。 

 

第２ 具体的な目標と推進方法 

１．遊休農地の発生防止・解消について 

（１）遊休農地の解消目標 
 

管内の農地面積(A) 遊休農地面積(B) 遊休農地の割合(B/A) 

現  状 
（平成29年3月） 1,348.8 ha 38.9 ha 2.9 ％ 

3年後の目標 
（平成32年3月） 1,330 ha 20 ha 1.5 ％ 

目  標 
（平成35年3月） 1,315 ha 5 ha 0.4 ％ 

注1：管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積と農地法第30条第1項の規定による農地の

利用状況調査により把握した同法第32条第1項第1号の遊休農地の合計面積 

注2：遊休農地面積は、農地法第30条第1項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第1項 

第1号又は第2号のいずれかに該当する農地の総面積 

 

 

 

農地利用の最適化の指針 第５部 
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（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法 

① 農地の利用状況調査と利用意向調査の実施について 

○ 農業委員と推進委員の担当制又はチーム制による農地法（昭和27年法律第229号）第30条第1項

の規定による利用状況調査（以下「利用状況調査」という。）と同法第32条第１項の規定による利用意

向調査（以下「利用意向調査」という。）の実施について協議・検討し、調査の徹底を図る。それぞれ

の調査時期については、「農地法の運用について」（平成21年12月 11日付け21経営第4530号・21

農振第1598号農林水産省経営局長・農村振興局長連名通知）に基づき実施する。 

なお、従来から農地パトロールの中で行っていた、違反転用の発生防止・早期発見等、農地の適正な

利用の確認に関する現場活動については、利用状況調査の時期にかかわらず、適宜実施する。 

○ 利用意向調査の結果を踏まえ、農地法第34条に基づく農地の利用関係の調整を行う。 

○ 利用状況調査と利用意向調査の結果は、速やかに「農地情報公開システム（全国農地ナビ）」に反映

し、農地台帳の正確な記録の確保と公表の迅速化を図る。 

 

② 農地中間管理機構との連携について 

○ 利用意向調査の結果を受け、農家の意向を踏まえた農地中間管理機構への貸付け手続きを行う。 

 

③ 非農地判断について 

○ 利用状況調査と同時に実施する「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」によって、Ｂ分類（再生

利用困難）に区分された荒廃農地については、現況に応じて速やかに「非農地判断」を行い、守るべき

農地を明確化する。 

 

２．担い手への農地利用の集積・集約化について 

（１）担い手への農地利用集積目標 
 管内の農地面積(A) 集積面積(B) 集積率(B/A) 

現  状 
（平成29年3月） 1,310 ha 137 ha 10.5 ％ 

3年後の目標 
（平成32年3月） 1,310 ha 147 ha 11.2 ％ 

目  標 
（平成35年3月） 1,310 ha 157 ha 12.0 ％ 

注1：管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積 
注2：これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で定める者）

へ利用集積されている農地の総面積 
 

【参考】担い手の育成・確保 

 総農家数 

（うち、主業農家数） 

担い手 

認定農業者 
認定新規 

就農者 

基本構想水準 

到達者 

特定農業団体その他

の集落営農組織 
現 状 

（平成29年3月） 
1,197 戸 

（     119 戸） 
43 

経営体 
7 

経営体 
― 

経営体 
12 

団体 

3年後の目標 
（平成32年3月） 

1,189 戸 
（     115 戸） 

45 
経営体 

10 
経営体 

― 
経営体 

15 
団体 

目 標 
（平成35年3月） 

1,177 戸 
（     109 戸） 

48 
経営体 

13 
経営体 

― 
経営体 

18 
団体 

注：「総農家数（うち、主業農家数）」は、2015年農林業センサスの数値 

 

（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法 

① 「人・農地プラン」の作成・見直しについて 

○ 農業委員会として、地域（1集落又は数集落）ごとに人と農地の問題解決のため、「地域における農業

者等による協議の場」を通じて、認定農業者等を地域の中心となる経営体と位置付け、それぞれの農業

者の意思と地域の資源に照らした実現可能性のある「人・農地プラン」の作成と見直しに主体的に取り

組む。 

 

② 農地中間管理機構等との連携について 

○ 農業委員会は、市町村、農地中間管理機構、農協等と連携し、（ア）農地中間管理機構に貸付けを希
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望する復元可能な遊休農地、（イ）経営の廃止・縮小を希望する高齢農家等の農地、（ウ）利用権の設定

期間が満了する農地等についてリスト化を行い、「人・農地プラン」の作成・見直し、農地中間管理事

業の活用を検討するなど、農地の出し手と受け手の意向を踏まえたマッチングを行う。 

 

③ 農地の利用調整と利用権設定について 

○ 管内の地域の農地利用の状況を踏まえ、担い手への農地利用の集積が進んでいる地域では、担い手の

意向を踏まえた農地の集約化のための利用調整・交換と利用権の再設定を推進する。 

また、中山間地域等の農地の区画・形状が悪く、受け手が少ない又は受け手がいない地域では、農地

中間管理機構による簡易な基盤整備事業の活用と併せて集落営農の組織化・法人化、新規参入の受入れ

を推進するなど、地域に応じた取り組みを推進する。 

 

④ 農地の所有者等を確知することができない農地の取扱い 

○ 農地の所有者等を確知することができない農地については、公示手続を経て都道府県知事の裁定で利

用権設定ができる制度を活用し、農地の有効利用に努める。 

 

３．新規参入の促進について 

（１）新規参入の促進目標 
 新規参入者数（個人） 

（新規参入者取得面積） 
新規参入者数（法人） 
（新規参入者取得面積） 

現  状 
（平成29年3月） 

2 人 
（  0.2 ha） 

3 法人 
（  17  ha） 

3年後の目標 
（平成32年3月） 

7 人 
（  1.2 ha） 

法人 
（  25  ha） 

目  標 
（平成35年3月） 

10 人 
（  1.8 ha） 

法人 
（  30  ha） 

注：新規参入者数は、平成26年からの農地の権利移動を伴う新たな新規参入数で、法人雇用や親元就農は含まない。 

 

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法 

① 関係機関との連携について 

○ 鳥取県農業会議、農地中間管理機構と連携し、管内の農地の借入れ意向のある認定農業者及び参入希

望者（法人を含む。）を把握し、必要に応じて現地見学や相談会を実施する。 

 

② 新規就農フェア等への参加について 

○ 市町村、農協等と連携し、新規就農フェア等に積極的に参加することで情報の収集に努め、新規就農

の受入れとフォローアップ体制を整備する。 

 

③ 企業参入の推進について 

○ 担い手が十分いない地域では、企業も地域の担い手になり得る存在であることから、農地中間管理機

構も活用して、積極的に企業の参入の推進を図る。 

 

④ 農業委員会のフォローアップ活動について 

○ 農業委員会の区域内において高齢化等により農地の遊休化が深刻な地域について、農地の下限面積に

別段の面積を設定して新規就農等を促進する。 

○ 農業委員及び推進委員は、新規参入者（法人を含む。）の地域の受入条件の整備を図るとともに、後

見人等の役割を担う。 
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長瀬地域

橋津地域 宇野地域

浅津地域

泊地域

舎人地域

東郷地域

松崎地域

花見地域

 農業委員会名簿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業委員 ○黒  ： 農地利用最適化推進委員 ○青  

②② 

⑫③ 

⑧⑪① 

⑥ ⑦ 

③⑩⑦⑧ ①⑤⑥ 

④④⑤ 

農業委員氏名 備考 最適化推進委員氏名 備考

1   中 村　 博 1 　徳 岡 正 裕

2 　清 水 武 敏 2 　河 井 勝 重

3 　長谷川 誠 一
　会長
　認定農業者

3 　尾 川 寛 信

4 　土 井 繁 美 　認定農業者 4 　山 田 隆 雄

5 　横 川　 力 　認定農業者 5 　山 本 正 義

6 　蔵 本 孝 広
　職務代理
　認定農業者 6 　北 野 文 夫 　認定農業者

7 　山 下 　昇 7 　山 本 美代子

8 　山 上 真 治 　認定農業者 8 　倉 本 哲 男

10 　土 海 政 信 　認定農業者

11 　山 下 和 子 　中立委員

12 　谷 岡 貞 幸



 

 湯梨浜町の風土 ～農地・農業ポテンシャルの開花(潜在力･可能性)～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 
【湯梨浜町農業委員会】                       
住 所 〒682-0723 

鳥取県東伯郡湯梨浜町大字久留19-1 
電 話  0858 - 35 - 5389 
ＦＡＸ  0858 - 35 - 5387  E-mail ynogyo@yurihama.jp 

 

 

 

本町は、中央部に周囲約 12ｋｍの東郷湖、南東部一帯から海岸までは、山地丘陵や中国山地に続く高地

となっています。北西の海岸部は砂丘地帯が広がり、西部には天神川から東郷湖に至る平野が形成されて

います。 

このように本町は、海、湖、川、山など、豊かな自然環境に恵まれた風光明媚な地域です。 
 

本町の農業の形態は、山間・丘陵地帯での二十世紀梨を中心とした果樹栽培、東郷湖周辺の東郷･羽合

平野では、土地利用型の水稲作が行われ、羽合地域の砂丘畑では芝栽培やその他地域の転換水田等で

は、施設園芸作物栽培による高収益農業が進められています。 

農地流動化の基本となる農地の貸借については、農地中間管理事業と利用権設定事業とを活用した権

利設定により、担い手への農地集積が進んできています。 

 

町章 
湯梨浜町の頭文字「Y」をモチーフに、大空にはばたく

翼をイメージし、青と緑と白で豊かな自然（海・池・温泉・

梨・砂浜）を表現しており、全体として、自然・人・産業が共

生する町の団結、友愛、飛躍発展を願うとともに、明るい

未来を表現しています。 

町の花 

：トウテイラン 

町の木 

：梨 

環境省の絶滅危惧種Ⅱ類（VU）に指定されて

いる植物で、県内では湯梨浜町のみに自生して

います。町の花として、将来にわたり保護して

いきたいという思いから、町花に選定されまし

た。 

湯梨浜町には梨生産者が多く、二十世紀梨

の産地として有名です。また町名にも「梨」

の字が使われており、町の木としてふさわし

いことから、町木に選定されました。 


